
別紙様式５

令和3年度日本食・食文化の魅
力発信による日本産品海外需要
拡大事業（香港における日本産
農林水産物・食品のプロモーショ
ン委託事業）

支出負担行為担
当官　農林水産
省大臣官房参事
官（経理）石田大
喜

東京都
千代田
区霞が
関一丁
目2番1
号

令和4年1月7日
株式会社JTBコミュニケーショ
ンデザイン
法人番号2010701023536

東京都港
区芝３丁目
２３番１号

会計法第29
条の3第4項
（企画競争）

- 14,999,583 14,999,583 100.0% - - - 5 0 - -

令和３年度水田情報等のデータ
移行技術養成講座の実施業務

支出負担行為担
当官　農林水産
省大臣官房参事
官（経理）　石田
大喜

東京都
千代田
区霞が
関1-2-1

令和4年1月11日
SBテクノロジー株式会社
法人番号7011101033773

東京都新
宿区新宿
6-27-30

会計法第29
条の3第4項
（特定情報）

行政目的を達成する
ために不可欠な役務
について提供を受け
るものであり、当該役
務を提供することが可
能なものが一に特定

されるため

- 14,080,000 - - - - - - - -

日経SDGsフォーラム「消費者共
創会議」のうちシンポジウム開催
支援業務

支出負担行為担
当官　農林水産
省大臣官房参事
官（経理）　石田
大喜

東京都
千代田
区霞が
関1-2-1

令和4年1月20日
株式会社日経イベント・プロ
法人番号7010001195294

東京都千
代田区神
田須田町
1-25

会計法第29
条の3第4項
（賃貸借契
約）

当該場所でなければ
行政事務を行うことが
不可能であることから
場所が限定され、供
給者が一に特定され
るため。

- 4,400,000 - - - - - - - -

令和３年度日本食・食文化の魅
力発信による日本産品海外需要
拡大事業(中東地域の家庭料理
をターゲットにしたポータルサイ
ト、クッキングスタジオ等の活用
による日本食・日本産品の普及
委託事業)

支出負担行為担
当官　農林水産
省大臣官房参事
官（経理）石田大
喜

東京都
千代田
区霞が
関一丁
目2番1
号

令和4年1月24日
株式会社JTBコミュニケーショ
ンデザイン
法人番号2010701023536

東京都港
区芝３丁目
２３番１号

会計法第29
条の3第4項
（企画競争）

- 19,994,988 19,993,317 99.9% - - - 2 0 - -

農林水産物等に付される登録標
章の商標登録完了及び維持業
務（その１）（単価）

支出負担行為担
当官　農林水産
省大臣官房参事
官（経理）　石田
大喜

東京都
千代田
区霞が
関1-2-1

令和4年1月31日

特許業務法人ＨＡＲＡＫＥＮＺＯ
ＷＯＲＬＤ　ＰＡＴＥＮＴ＆ＴＲＡＤ
ＥＭＡＲＫ
法人番号2120005009361

大阪府大
阪市北区
天神橋2-
北2-6

会計法第29
条の3第4項
（特定情報）

商標登録に対する異
議申立等の審理にお
いて、代理人の変更
により、現行代理人と
異なった説明がなされ
ることによって、商標
登録の無効又は取消
となる恐れがあること
から、現行の契約者
でなければ実施でき
ないため。

- 14,553,000 - - - - - - - 単価契約

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は、「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は、「特例社団法人」をいう。

公共調達適正化について（平成18年8月25日付け財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

提案者の
数

特別な競争
参加資格
（※提案者の
数が１の場
合の記載事
項）

備　　考

うち公益
社団法人
又は公益
財団法人
（特例社
団法人又
は特例財
団法人を
含む。）

公益法
人の区
分

国認定、
都道府
県認定
の区分

予定価格 契約金額

公益法人の場合
再就職の
役員の数
（※契約
の相手方
が農林水
産省が所
管する特
例社団法
人又は特
例財団法
人の場合
の記載事
項）

競争性のない随意契
約によらざるを得ない
理由

名称 所在地 商号又は名称 住所

物品役務等の名称及び数量

契約担当官等の氏名並び
にその所属する部局の名称
及び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及び住所

随意契約に
よることとし
た会計法令
の根拠条文
（企画競争
等）

落札率


